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 はじめに                             
 

エネルギー環境計画書制度は、平成 17 年 3 月の「都民の健康と安全を確保す

る環境に関する条例（環境確保条例）」の改正に基づき創設された制度です。 

本制度に基づき、制度対象事業者から「エネルギー状況報告書」（２００５年度、

２００６年度の取組結果）及び「エネルギー環境計画書」（200７年度の取組内容

及び将来目標）が提出されました。本資料は、前年度及び本年度に提出されたエ

ネルギー状況報告書及びエネルギー環境計画書についてとりまとめたものです。 

 

 

表 制度対象事業者 

事業者名 備考 

一般電気事業者 

東京電力株式会社 
 

特定規模電気事業者（五十音順） 

イーレックス株式会社 
 

株式会社エネット 
 

サミットエナジー株式会社 
 

ＧＴＦグリーンパワー株式会社 
平成１８年９月１日にジーティーエフ研究所より事業継承。 

新日鉄エンジニアリング株式会社 
平成１８年７月１日に新日本製鐵株式会社より事業継承。 

新日本石油株式会社 
 

ダイヤモンドパワー株式会社 
 

株式会社ファーストエスコ 
平成１８年１０月１日より都内に電力供給開始。 

丸紅株式会社 
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 １ エネルギー環境計画書及びエネルギー状況報告書の提出状況   
 

本制度では、都内に電気を供給する事業者に対し、「エネルギー環境計画書」お

よび「エネルギー状況報告書」の提出を義務付けています。（提出期限：エネルギ

ー環境計画書は７月末日、エネルギー状況報告書は６月末日。） 

本年度は、一般電気事業者一社及び特定規模電気事業者九社より提出をうけま

した。各社の提出状況は、以下の通りです。 

 

表 エネルギー状況報告書及びエネルギー環境計画書の提出状況 

２００６年度 ２００７年度 

種別 事業者名 エネルギー

状況報告書

エネルギー

環境計画書

エネルギー

状況報告書

エネルギー

環境計画書

自社等の

発電設備 
備考 

一般電気 

事業者 
東京電力株式会社 ○ ○ ○ ○ 有  

イーレックス株式会社 ○ ○ ○ ○ 無  

株式会社エネット ○ ○ ○ ○ 有  

サミットエナジー株式会社 ○ ○ ○ ○ 有  

ＧＴＦグリーンパワー 

株式会社 
○ ○ ○ ○ 有 

平成１８年９月１日にジ

ーティーエフ研究所よ

り事業継承。 

新日鉄エンジニアリング

株式会社 
○ ○ ○ ○ 有 

平成１８年７月１日に新

日本製鐵株式会社より

事業継承。 

新日本石油株式会社 ○ ○ ○ ○ 有  

ダイヤモンドパワー 

株式会社 
○ ○ ○ ○ 有  

株式会社ファーストエスコ － ○ ○ ○ 有 
２００６年１０月１日より

都内に電力供給開始。

特定規模電気

事業者 

（五十音順） 

丸紅株式会社 ○ ○ ○ ○ 無  
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 ２ 各事業者の地球温暖化取組方針、推進体制           
 

各事業者の地球温暖化に対する取組方針および推進体制を以下に示します。各

社とも、地球温暖化の防止に向けた取組みについてさまざまな取組を行っていま

す。 

表 各事業者の地球温暖化に対する取組方針 

種別 事業者名 取組方針 

一般電気 

事業者 
東京電力株式会社 

＜中期経営方針 経営ビジョン 2010（平成 19 年 3 月見直し）＞ 

・ 地球環境貢献目標：CO2 排出原単位を 2008（平成 20）～2012（平成 24）年度の 5 年間

平均で 1990（平成 2）年度比 20％削減 

＜平成 19 年度 環境方針（地球温暖化関連部分 抜粋）＞ 

・ 地球温暖化防止のため、CO2 等の温室効果ガスの排出抑制に努める。 （原子力発電の

安全安定運転、・火力発電熱効率の向上、・再生可能エネルギーの利用拡大  など） 

・ 電力を中心とするエネルギー効率の高い社会の構築に貢献する。 （経済性・省エネ性・

環境性に優れた高効率機器やシステムの普及  など） 

・ 常に先進の技術を追求・開発すると共に、その成果を環境関連ビジネス等を通じて活用

し環境問題の解決に貢献する。 

・ 環境・エネルギー教育支援活動を充実すると共に、省エネルギーや CO2 排出削減の方

策について広く社会に提言する。 

イーレックス株式会社 
・ 電源調達の一環としての発電事業への取組に当たっては、高効率の発電設備を対象に

検討する。 

株式会社エネット 

・ 2005 年度から、親会社の風力発電設備からの調達を開始。 

・ 2008 年度以降、親会社が計画中の大型天然ガス発電所からの調達により、天然ガス比

率をさらに高める。 

・ 自治体の清掃工場からの余剰電力やバイオマス発電による電力の調達を引続き行う。 

サミットエナジー株式

会社 

・ 各発電所における熱効率向上の取組や、サミット明星パワー㈱における、木屑混焼率向

上によるカーボンニュートラル比率を高める取組を推進。 

ＧＴＦグリーンパワー

株式会社 

・ バイオマス系新燃料の導入を検討中。環境に配慮した新しいＰＰＳビジネスを指向。 

・ ガスタービン発電設備のコンバインド化が完了し、発電効率向上と CO2 削減に貢献。 

・ 発電設備の高効率運転に努め、熱効率の向上を図るとともに燃料使用量を削減する。 

・ 自治体からの一般廃棄物発電からの電力を積極的に購入していく。 

新日鉄エンジニアリン

グ株式会社 

・ 新日鉄グループは、鉄鋼素材を製造するうえで、すでに世界最高水準のエネルギー効率

を達成しているが、地球温暖化防止に向けていっそうの効率改善を目指す。 

・ また、社会との連携、高機能材料の供給による CO₂排出抑制や、民生・運輸部門の効率

化にも取り組んでいる。 

・ 省エネルギー技術移転を通じた地球規模での CO₂削減への貢献や、長期的視点でのブ

レークスルー技術開発も国際的に推進。 

・ 将来のエネルギー技術として注目される、水素、クリーンコール、CO2 分離・貯留などの

技術開発にも積極的に取組んでいく。 

新日本石油株式会社 
・ 2008 年 4 月に川崎天然ガス発電 1 号機が運転を開始し、同社より電力を調達する。 

・ 将来的には、バイオマス発電等、風力以外の再生可能エネルギーの検討を行う。    

ダイヤモンドパワー株

式会社 

・ 電源構成において、天然ガス/都市ガス利用の可能な限りの拡大を図る。 

・ 負荷率の向上により熱効率を向上させ、結果として燃料使用量即ち CO2 排出量削減に

努力する。 

・ 自治体の一般廃棄物発電からの電力調達に努力する。 

・ バイオマス発電からの電力調達にも力を入れる。 

株式会社ファーストエ

スコ 

・ 子会社の木質バイオマス発電所の電力を、ベース電源として利用する。 

・ 木質バイオマス発電所の利用率の向上、および調整用発電所の運転効率の向上によ

り、CO2 排出量の削減に努める。 

特定規模電

気事業者 

（五十音順） 

丸紅株式会社 

・ 長野県に水力発電所を保有し、昨年度においては小水力発電設備の増設を実施。 

・ バイオマス発電設備より電力を購入している。 

・ 環境負荷の低い電源構成を目指している。 

（注）上記は、各事業者より提出されたエネルギー環境計画書の内容を要約したものです。詳細は、各社エネルギー環境計画

書をご参照ください。 
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表 各事業者の地球温暖化に対する推進体制 

種別 事業者名 推進体制 

一般電気 

事業者 
東京電力株式会社 

・ 全社的には、社長を「全社の環境管理の最高責任者」とし、その下に CSR 委員会、同環

境管理部会（部会長：副社長）を設置しています。環境管理部会は、地球温暖化防止に

向けた取組みを含め、全社的な環境管理・環境対策を総合的に審議、推進しており、環

境問題に関する目標値策定およびその達成状況に関するチェック・アンド・レビューを行

っている。 

イーレックス株式会社 
・ 社内環境対策チームの意見が積極的に反映される体制とし、小売事業に就いても同チ

ームを中心に情報の収集管理を行う。 

株式会社エネット 

・ 社内各部の横断的組織として、地球温暖化対策等の推進のためのチームを設けてい

る。 

・ このチームにおいては、調達中の発電所からの CO2 排出量の把握、再生可能エネルギ

ーの導入計画、自社および関連発電所の運用計画などを通じて、地球温暖化抑制に資

する事業の計画・推進を行っている。 

サミットエナジー株式

会社 
・ 関係会社の発電事業所毎に取組を行っている。 

ＧＴＦグリーンパワー

株式会社 

・ 顧客にエネルギーソリューションを提案する「ソリューション部」が環境対策を管理してい

る。ソリューション部では、自社の発電所での発電効率向上や、CO2 排出量の把握、再生

可能エネルギーの導入計画等、地球温暖化対策を図るための企画と実施を行っている。

新日鉄エンジニアリン

グ株式会社 

・ 電力小売事業における発電所の地球温暖化対策の推進に関しては、電力小売事業の

担当部署である「エネルギーソリューション部」がその役を担っており、自社の発電所で

の発電効率向上や、CO2 排出量の把握、再生可能エネルギーの導入計画等、地球温暖

化対策をはかる為の企画と実施を行っている。 

新日本石油株式会社 

・ エネルギーソリューション総括部が中心となり、技術部および社会環境安全部と共同でＰ

ＰＳ事業用の発電設備の企画、発電所の運転効率化、CO2 排出量の把握、再生可能エ

ネルギーの導入等、地球温暖化対策を図るための施策を企画し、実行している。 

ダイヤモンドパワー株

式会社 

・ 当社電源グループが、温室効果ガス排出抑制に係る目標・措置を担当する。 

・ 当社関連会社での発電効率向上、CO2 排出量の把握、バイオマス発電からの電力購入

の計画等、当該対策を推進する。 

株式会社ファーストエ

スコ 

・ 木質バイオマス発電所所管部門と電力小売事業をおこなう電力ビジネス部が連携して発

電所の効率的な運用を行っていく。 

特定規模電

気事業者 

（五十音順） 

丸紅株式会社 

・ 長野県に保有している水力発電設備からの電力につき、小売事業の供給電力としての

利用率を高めていきたい。 

・ 来年度以降もバイオマス発電設備からの電力購入量を増加させていく予定。 

（注）上記は、各事業者より提出されたエネルギー環境計画書の内容を要約したものです。詳細は、各社エネルギー環境計画

書をご参照ください。 
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 ３ ＣＯ２排出係数等の推移について                
①全電源ＣＯ２排出量、排出係数の計画値及び実績値の推移 

 

各事業者のＣＯ２排出量、排出係数及び把握率は以下の通りです。 

なお、本年度より各社ともＣＯ２排出量は、東京都内での電気の供給に係る値が

提出されました。 

把握率は各社とも昨年度と比較して向上し、概ね１００％となっています。 

 

表 全電源ＣＯ２排出量、排出係数の計画値及び実績値の推移 

2005 年度実績 2006 年度実績 
2007 年度 

計画 

2010 年度

計画 

2020 年度

計画 
種別 事業者名 

排出量 

（千 t） 

排出 

係数*

把握率

（％） 

排出量

（千 t） 

排出 

係数*

把握率

（％） 

排出 

係数* 

排出 

係数* 

排出 

係数* 

一般電気 

事業者 

東京電力 

株式会社 
107,300 0.372 99% 27,300 0.339 100%

0.339 

以下 

1990 年比

20%減 
極力低減

イーレックス 

株式会社 
326 0.398 91% 106 0.378 99% 0.389 0.378

2010 年度

比 10%削減

株式会社エネット 1,021 0.388 96% 669 0.372 100% 0.392 0.383
2010 年度

値以下 

サミットエナジー 

株式会社 
391 0.611 100% 132 0.517 100% 0.517 

0.517 

以下 

0.517 

以下 

ＧＴＦグリーンパワ

ー株式会社 
243 0.389 92% 129 0.274 100% 0.289 0.430

2010 年度

比 5%削減

新日鉄エンジニア

リング株式会社 
892 0.594 100% 550 0.653 100% 0.653 0.750 

2010 年度

比 10%削減

新日本石油 

株式会社 
173 0.794 100% 174 0.864 100% 0.640  

0.500 

未満 

2010 年度

以下 

ダイヤモンドパワ

ー株式会社 
577 0.410 88% 336 0.421 100% 0.493 0.490 0.490

株式会社 

ファーストエスコ 
－ － － 5 0.268 100% 0.280  0.278

2010 年度

値以下 

特定規模電

気事業者 

（五十音順） 

丸紅株式会社 43 0.316 95% 43 0.324 100% 0.395  0.325
現状の水

準を維持

合計値・都内全電源排出係数 

都内全電源把握率 
110,966 0.374 99% 29,444 0.345 100%  

（注１）排出係数の単位：kg-CO2/kWh 

（注２）把握率とは、調達した電気のうち、CO2 排出量の根拠が明確であるものの割合のことです。詳しくは「東京都エネル

ギー環境計画書作成ガイドライン」p.15 をご参照ください。 

（注３）2005 年度 CO2 排出実績値は東京都内を含む一般電気事業者管内の合計値でしたが、2006 年度実績値及び将来計

画値からは東京都内の合計値になっています。 
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○ 各事業者の CO2 排出係数 

 

各事業者及び都内全電源の CO2 排出係数 

 

 

 

 

CO2 排出量の割合（2006 年度） 
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②火力発電のＣＯ２排出係数の推移 

各事業者の火力発電所（他社所有のものも含む）における発電効率の向上を目

指し、エネルギー環境計画書制度では火力発電の CO2 排出係数の提出を各事業者

にもとめています。 

以下に、2005 年度および 2006 年度の火力発電の CO2 排出係数を示します。 

2005 年度と比較して排出係数が低くなっている事業所は３社、高くなってい

る事業所は６社となっています。 

 

表 火力発電のＣＯ２排出係数の推移 

単位：kg-CO2/kWh 

種別 事業者名 2005 年度 2006 年度 

一般電気事業者 東京電力株式会社 0.554 0.532 

イーレックス株式会社 0.377 0.389 

株式会社エネット 0.388 0.432 

サミットエナジー株式会社 0.639 0.568 

ＧＴＦグリーンパワー株式会社 0.335 0.128 

新日鉄エンジニアリング株式会社 0.655 0.761 

新日本石油株式会社 1.014 1.072 

ダイヤモンドパワー株式会社 0.396 0.415 

株式会社ファーストエスコ － 0.089 

特定規模電気事業者 

（五十音順） 

丸紅株式会社 0.241 0.281 
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 ４ 再生可能エネルギーによる供給量の推移について        
 

再生可能エネルギーによる電力供給の拡大を目指し、各事業者から、自社等

（自社および子会社、親会社等）の再生可能エネルギーによる供給量の実績値お

よび計画値の提出をもとめています。 

2006 年度には４つの事業者が再生可能エネルギーによる発電を行っています。 

また、各社ともＲＰＳ法に関連して環境価値の確保を行っています。 

 

①自社等発電所の再生可能エネルギーの発電量等の推移 

 

表 自社等発電所の再生可能エネルギーの発電量等の推移 

単位：千 kWh 

2005 年度実績 2006 年度実績 
2007 年度 

計画 

2010 年度 

計画 

2020 年度 

計画 種別 事業者名 

発電量 導入率 発電量 導入率 発電量 導入率 発電量 導入率 発電量 導入率

一般電気 

事業者 
東京電力株式会社 

9,706 

百万 kWh 
3.30%

2,988

百万 kWh
3.70%

2,780

百万 kWh
3.40%

2,803 

百万 kWh 
3.40% 

極力 

活用 
- 

イーレックス株式会社 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00% 600 0.01% 
2010 年度比 

２倍程度確保 

株式会社エネット 1,407 0.40% 1,777 1.02% 1,500 0.70% 1,500 0.70% 1,500 0.70%

サミットエナジー 

株式会社 
91,153 15.94% 26,364 11.65% 26,354 15.40% 26,354 15.40% 26,354 15.40%

ＧＴＦグリーンパワー

株式会社 
0 0.00% 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00%

新日鉄エンジニアリン

グ株式会社 
0 0.00% 0 0.00% 0 0.00% 18,052 1.57% 

2010 年度比 

２倍程度まで拡大

新日本石油株式会社 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00% 1,575 0.18% 2010 年度以上 

ダイヤモンドパワー 

株式会社 
0 0.00% 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00%

株式会社ファースト 

エスコ 
- - 6,341 84.00% 15,600 39.00% 18,700 29.00% 改善に努める 

特定規模電

気事業者 

（五十音順） 

丸紅株式会社 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00% 
導入率 3.5%を 

目指す 

（注）2005 年度 CO2 排出実績値は東京都内を含む一般電気事業者管内の合計値でしたが、2006 年度実績値及び将来計画値か

らは東京都内の合計値になっています。 

 



- 9 - 

 

②再生可能エネルギーの発電量等の推移（他社分を含む） 

他社分を含む再生可能エネルギーの発電量を以下に示します。なおこの発電量

は本（2007）年度のエネルギー状況報告書の提出から、任意の記載事項として

提出されています。（記載のなかった事業者は「－」で示します。） 

 

表 再生可能エネルギーの発電量等の推移（他社分を含む） 

単位：千 kWh 

種別 事業者名 2005 年度 2006 年度 

一般電気事業者 東京電力株式会社 - - 

イーレックス株式会社 0 0 

株式会社エネット 84,603 70,840 

サミットエナジー株式会社 - - 

ＧＴＦグリーンパワー株式会社 0 101,934 

新日鉄エンジニアリング株式会社 0 0 

新日本石油株式会社 3,241 2,838 

ダイヤモンドパワー株式会社 0 62,228 

株式会社ファーストエスコ - 6,341 

特定規模電気事業者 

（五十音順） 

丸紅株式会社 0 27,209 

（注）2005 年度 CO2 排出実績値は東京都内を含む一般電気事業者管内の合計値でしたが、2006 年度実績値及

び将来計画値からは東京都内の合計値になっています。 
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③再生可能エネルギーの環境価値の確保量の推移 

 

表 再生可能エネルギーの環境価値の確保量の推移 

単位：千 kWh 

2005 年度実績 2006 年度実績 
2007 年度 

計画 

2010 年度 

計画 

2020 年度 

計画 種別 事業者名 

確保量 確保率 確保量 確保率 確保量 確保率 確保量 確保率 確保量 確保率

一般電気 

事業者 
東京電力株式会社 

15,336 

百万 kWh 
5.30%

4,929

百万 kWh
6.10%

4,499

百万 kWh
5.10%

5,117 

百万 kWh 
5.70% 

極力 

活用 

イーレックス株式会社 590 0.07% 657 0.23% 2,800 0.60% 13,000 1.35% 
2010 年度比２倍

程度確保 

株式会社エネット 22,300 0.85% 15,045 0.84% 22,000 1.00% 34,000 1.35% 2010 年度値以上

サミットエナジー 

株式会社 
19,943 3.13% 6,130 2.81% 6,152 2.43% 6,152 2.43% 6,152 2.43%

ＧＴＦグリーンパワー

株式会社 
0 0.00% 659 0.14% 2,149 0.32% 11,000 1.35% 11,000 1.35%

新日鉄エンジニアリン

グ株式会社 
721 0.08% 1,642 0.19% 3,136 0.46% 9,018 1.35% 

2014 年度 

1.68%確保 

新日本石油株式会社 61 0.03% 201 0.10% 2,963 0.66% 11,183 1.20% 2010 年度以上 

ダイヤモンドパワー 

株式会社 
951 0.06% 1,196 0.14% 3,071 0.84% 12,000 1.35% 2010 年度以上 

株式会社ファースト 

エスコ 
- - 5 0.00% 500 0.80% 580 0.70% 2010 年度値以上

特定規模電

気事業者 

（五十音順） 

丸紅株式会社 65 0.05% 568 0.43% 205 0.15% 1,200 1.35% 
2010 年度以上 

確保 
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 ５ その他の地球温暖化対策の状況                

①未利用エネルギー等の発電量等の推移 

各事業者の未利用エネルギー（バイオマス以外の廃棄物による発電、副生ガス

等）による発電実績および計画を以下に示します。 

平成１7 年度には 6 つの事業者、平成１8 年度には 5 つの事業者が未利用エネ

ルギー等による電力供給を行っています。 

 

表 未利用エネルギー等の発電量等の推移 

単位：千 kWh 

2005 年度実績 2006 年度実績 
2007 年度 

計画 

2010 年度 

計画 

2020 年度 

計画 種別 事業者名 

発電量 導入率 発電量 導入率 発電量 導入率 発電量 導入率 発電量 導入率

一般電気 

事業者 
東京電力株式会社 

4,407 

百万 kWh 
1.50%

1,131

百万 kWh
1.40%

1,088

百万 kWh
1.20%

995 

百万 kWh 
1.10% 極力活用 

イーレックス株式会社 2 0.00% 0 0.00% 0 0.00% 150,000 15.00% 
2010 年度比 

２倍程度確保 

株式会社エネット 103,088 3.78% 20,315 1.09% 48,000 2.10% 48,000 1.80% 
導入に向け 

努力する 

サミットエナジー 

株式会社 
0 0.00% 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00%

ＧＴＦグリーンパワー

株式会社 
47,495 7.45% 63,751 13.00% 240,000 30.00% 250,000 31.25% 250,000 31.25%

新日鉄エンジニアリン

グ株式会社 
12,156 0.73% 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00% 0 0

新日本石油株式会社 10,397 4.61% 3,556 1.72% 33,403 16.19% 118,647 13.82% 2010 年度以上 

ダイヤモンドパワー 

株式会社 
0 0.00% 3,130 0.38% 0 0.00% 2006 年度以上 2010 年度以上 

株式会社 

ファーストエスコ 
- - 0 0.00% 0 0.00%

導入に向け 

努力する 

導入に向け 

努力する 

特定規模電

気事業者 

（五十音順） 

丸紅株式会社 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00% 
導入に向け 

鋭意検討 
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②火力発電所における熱効率の向上に係る措置 

各事業者の火力発電所における熱効率の向上に係る措置を以下に示します。 

表 各事業者の火力発電所における熱効率の向上に係る措置 

種別 事業者名 内容 

一般電気 

事業者 
東京電力株式会社 

・ コンバインドサイクル（CC）発電の導入等、技術開発と改良を重ねながら火力発電熱効

率の向上を追求。2005 年度の全火力発電所の平均熱効率は、高効率な改良型コンバ

インドサイクル（ACC）発電の活用ならびに日々の発電プラントの熱効率維持管理に努

めたこと等から、低位発熱量換算で前年度を 0.5 ポイント上回る 46.1％となった。 

・ 今後も ACC 発電設備の効率的な運用に加え、日常の発電プラントの熱効率維持管理

を徹底し、熱効率のさらなる向上を図る。なお、2003 年 12 月に運転を開始した常陸那

珂火力発電所は、出力 100 万 kW と国内最大規模の石炭火力発電所で、石炭火力と

しては最高水準の熱効率 43％を実現し、CO2 排出量抑制に貢献している。 

・ また、2007 年 7 月には川崎火力発電所、2008 年 7 月には富津火力発電所に熱効率

59%の 1,500℃級コンバインドサイクル（MACC）発電設備を導入する予定。 

イーレックス株式会社 ・ 自社及び子会社で保有する火力発電所はない。 

株式会社エネット 

・ 親会社のＬＮＧ工場内にある、主力天然ガス発電所においては、最新鋭のコンバインド

サイクル方式を用いていること、および立地を生かして燃料ガスの効率的な供給を受

けていることから、総合的に見て高い熱効率を実現。 

・ 自社等火力発電所においては、部分負荷運転を極力回避するなど、運用面でも工夫

することにより熱効率の向上に努めている。 

・ コージェネレーション発電設備からの余剰電力を調達するなど、熱効率の向上に取り

組んでいる。 

サミットエナジー株式

会社 

・ サミット美浜パワー㈱： 

① エネルギー管理規程を０７年２月に制定し、「省エネルギー推進委員会」を設

置。総合的、全般的に省エネルギーへの取り組みを強化。 

② ガスタービンコンプレッサーの洗浄によりエネルギーの効率的使用を維持。 

・ サミット明星パワー㈱：木屑の収集に努め、木屑の混焼比率を高めることで、カーボン

ニュートラルの比率を高めている。また、故障の再発防止に取り組んでいる。 

・ サミット小名浜エスパワー㈱：ボイラー本体に付着する灰を定期的に除去する等、スー

パーヒーターの熱効率向上を図っている。また、石炭の粉砕機のローラーを定期的に

取り替え、テーブルを整備することで磨耗を防ぎ燃焼率向上に取り組んでいる。 

ＧＴＦグリーンパワー

株式会社 

・ 自社火力発電所のコンバインド化改良工事を完了し最大送電端効率 45％超の熱効率

運転が可能となった。 

新日鉄エンジニアリン

グ株式会社 

・ H18 年度実績で、NS エネルギー袖ヶ浦の熱効率は約 35%となっているが、エンジンの

負荷を高くし、熱効率を向上させる。  

・ また、換気ブロワー稼働台数を減らすことにより所内動力を抑制し、送電端効率の向

上を図る予定。 

新日本石油株式会社 

・ 新日本石油精製根岸製油所及びフロンティアエネルギー新潟の熱効率 （発電設備で

使用した燃料の熱量に占める発電によって得られた熱量の割合）は以下のとおり。 

新日本石油精製根岸製油所 15%     フロンティアエネルギー新潟   30% 

・ 新日本石油精製根岸製油所では熱回収など発生したエネルギーの効率的利用に努め

ており、蒸気として有効利用されたエネルギーを含めた総合エネルギー効率は以下の

とおり。 

新日本石油精製根岸製油所 98%     フロンティアエネルギー新潟   30% 

ダイヤモンドパワー株

式会社 

・ 現状、自社･子会社にて発電設備を保有していない。 

・ 可能な限り、熱効率が向上する供給パターンを採用するよう努めている。 

株式会社ファーストエ

スコ 

・ 高効率の火力発電所（ガスタービンコンバインド発電）を建設し、2007 年 10 月より商業

運転を開始する。 

特定規模電

気事業者 

（五十音順） 

丸紅株式会社 ・ 自社および子会社で所有する火力発電所はない。 

（注）上記は、各事業者より提出されたエネルギー状況報告書の内容を要約したものです。詳細は、各社エネルギー状況報告

書をご参照ください。 



- 13 - 

 ６ その他                           
①発電施設の現場確認 

一般電気事業者１社および特定規模電気事業者９社について、各事業者につき

１施設を対象として発電施設の現場確認を行いました。 

現場確認では、以下のような内容を調査しています。 

 

○発電所の発電出力 

  発電機の銘板等により確認 

○燃料の種類 

  燃料保管施設や供給設備の確認 

○燃料使用量 

発電所での燃料納入伝票等により確認 

  ○送出電力量 

発電所での記録と事業者の報告とを照合 

○発電所の視察 

発電施設の設備等の視察          など 

 

各社とも、エネルギー状況報告書の算定方法に係る添付書類の記載内容に相違

ないことが確認されました。 

 

 

②ガイドラインの作成 

エネルギー状況報告書およびエネルギー環境計画書を作成するための手引きと

して、昨年度、「東京都エネルギー環境計画書作成ガイドライン」を作成し、本年

度改定致しました。本制度の対象事業者に限らず、エネルギー状況報告書やエネ

ルギー環境計画書を閲覧する際の参考資料としてご活用ください。 
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資料編：各社データシート及びエネルギー環境計画書・エネルギー状況報告書 

１．一般電気事業者 

東京電力株式会社 

○データシート 

事業者名 東京電力株式会社 

○報告値の概要 

単位
2004年度

実績

2005年度

実績

2006年度

計画

2006年度

実績

2007年度

計画

2010年度

計画

2020年度

計画

全電源 kg-CO2/kWh 0.381 0.372
0.372以下に

低減
0.339 0.339以下

2008-2012年度

の５年間平均で

1990年比20%減

極力低減

把握率 % 99% 99% 100%

（火力） kg-CO2/kWh - 0.554 0.532

確保量 百万kWh 16,694 15,336 15,774 4,929 4,499 5,117 極力活用

確保率 % 5.80% 5.30% 5.50% 6.10% 5.10% 5.70% -

発電量（自社等） 百万kWh 10,857 9,706 10,105 2,988 2,780 2,803 極力活用

導入率 % 3.80% 3.30% 3.40% 3.70% 3.40% 3.40% -

発電量（他社含む） 百万kWh - - -

発電量 百万kWh 42,145 4,407 3,657 1,131 1,088 995 極力活用

導入率 % 1.40% 1.50% 1.30% 1.40% 1.20% 1.10% -

再生可能エネルギー

による発電量

未利用エネルギー等

による発電量

環境価値の確保量

CO2排出係数
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○エネルギー環境計画書（東京電力株式会社：その１） 
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○エネルギー環境計画書（東京電力株式会社：その２） 
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○エネルギー環境計画書（東京電力株式会社：その３） 
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○エネルギー環境計画書（東京電力株式会社：その４） 
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○エネルギー状況報告書（東京電力株式会社：その１） 
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○エネルギー状況報告書（東京電力株式会社：その２） 
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○エネルギー状況報告書（東京電力株式会社：その３） 

 



- 22 - 

２．特定規模電気事業者（５０音順） 

イーレックス株式会社 

○データシート 

事業者名 イーレックス株式会社 

○報告値の概要 

単位
2004年度

実績

2005年度

実績

2006年度

計画

2006年度

実績

2007年度

計画

2010年度

計画

2020年度

計画

全電源 kg-CO2/kWh 0.480 0.398 0.386 0.378 0.389 0.378
2010年度比10%

削減

把握率 % 84% 91% 99%

（火力） kg-CO2/kWh 0.513 0.377 0.389

確保量 千kWh 153 590 1,340 657 2,800 13,000
2010年度比２倍

程度確保

確保率 % 0.02% 0.07% 0.17% 0.23% 0.60% 1.35% -

発電量（自社等） 千kWh 0 0 0 0 0 600
2010年度比２倍

程度確保

導入率 % 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.01% 0.00%

発電量（他社含む） 千kWh 0 0 300

発電量 千kWh 0 2 0 0 0 150,000
2010年度比２倍

程度確保

導入率 % 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 15.00% -

未利用エネルギー等

による発電量

CO2排出係数

環境価値の確保量

再生可能エネルギー

による発電量
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○エネルギー環境計画書（イーレックス株式会社：その１） 
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○エネルギー環境計画書（イーレックス株式会社：その２） 
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○エネルギー環境計画書（イーレックス株式会社：その３） 
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○エネルギー環境計画書（イーレックス株式会社：その４） 
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○エネルギー状況報告書（イーレックス株式会社：その１） 
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○エネルギー状況報告書（イーレックス株式会社：その２） 
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○エネルギー状況報告書（イーレックス株式会社：その３） 
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株式会社エネット 

○データシート 

事業者名 株式会社エネット 

○報告値の概要 

単位
2004年度

実績

2005年度

実績

2006年度

計画

2006年度

実績

2007年度

計画

2010年度

計画

2020年度

計画

全電源 kg-CO2/kWh 0.394 0.388 0.392 0.372 0.392 0.383
2010年度値

以下

把握率 % 97% 96% 100%

（火力） kg-CO2/kWh 0.464 0.388 0.432

確保量 千kWh 8,639 22,300 30,000 15,045 22,000 34,000
2010年度値

以上

確保率 % 0.46% 0.85% 0.88% 0.84% 1.00% 1.35% -

発電量（自社等） 千kWh 0 1,407 4,000 1,777 1,500 1,500 1,500

導入率 % 0.00% 0.40% 1.03% 1.02% 0.70% 0.70% 0.70%

発電量（他社含む） 千kWh 84,603 70,840 57,000

発電量 千kWh 43,593 103,088 53,000 20,315 48,000 48,000
導入に向け

努力する

導入率 % 2.28% 3.78% 1.50% 1.09% 2.10% 1.80% -

再生可能エネルギー

による発電量

未利用エネルギー等

による発電量

CO2排出係数

環境価値の確保量

 

 

 
 

 

 



- 31 - 

○エネルギー環境計画書（株式会社エネット：その１） 

 



- 32 - 

○エネルギー環境計画書（株式会社エネット：その２） 

 



- 33 - 

○エネルギー環境計画書（株式会社エネット：その３） 

 



- 34 - 

○エネルギー環境計画書（株式会社エネット：その４） 

 



- 35 - 

○エネルギー状況報告書（株式会社エネット：その１） 

 



- 36 - 

○エネルギー状況報告書（株式会社エネット：その２） 

 



- 37 - 

○エネルギー状況報告書（株式会社エネット：その３） 

 



- 38 - 

サミットエナジー株式会社 

○データシート 

事業者名 サミットエナジー株式会社 

○報告値の概要 

単位
2004年度

実績

2005年度

実績

2006年度

計画

2006年度

実績

2007年度

計画

2010年度

計画

2020年度

計画

全電源 kg-CO2/kWh 0.564 0.611 0.575 0.517 0.517 0.517以下 0.517以下

把握率 % 41% 100% 100%

（火力） kg-CO2/kWh 0.516 0.639 0.568

確保量 千kWh 18,975 19,943 13,757 6,130 6,152 6,152 6,152

確保率 % 7.15% 3.13% 1.95% 2.81% 2.43% 2.43% 2.43%

発電量（自社等） 千kWh 0 91,153 94,835 26,364 26,354 26,354 26,354

導入率 % 0.00% 15.94% 16.21% 11.65% 15.40% 15.40% 15.40%

発電量（他社含む） 千kWh - - -

発電量 千kWh 0 0 0 0 0 0 0

導入率 % 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%

環境価値の確保量

再生可能エネルギー

による発電量

未利用エネルギー等

による発電量

CO2排出係数

 

 

 
 

 

 



- 39 - 

○エネルギー環境計画書（サミットエナジー株式会社：その１） 

 



- 40 - 

○エネルギー環境計画書（サミットエナジー株式会社：その２） 

 



- 41 - 

○エネルギー環境計画書（サミットエナジー株式会社：その３） 

 



- 42 - 

○エネルギー環境計画書（サミットエナジー株式会社：その４） 

 



- 43 - 

○エネルギー状況報告書（サミットエナジー株式会社：その１） 

 



- 44 - 

○エネルギー状況報告書（サミットエナジー株式会社：その２） 

 



- 45 - 

○エネルギー状況報告書（サミットエナジー株式会社：その３） 

 



- 46 - 

ＧＴＦグリーンパワー株式会社 

○データシート 

事業者名 ＧＴＦグリーンパワー株式会社 

○報告値の概要 

単位
2004年度

実績

2005年度

実績

2006年度

計画

2006年度

実績

2007年度

計画

2010年度

計画

2020年度

計画

全電源 kg-CO2/kWh 0.506 0.389 0.349 0.274 0.289 0.430
2010年度比

5%削減

把握率 % 95% 92% 100%

（火力） kg-CO2/kWh 0.736 0.335 0.128

確保量 千kWh 422 0 1,000 659 2,149 11,000 11,000

確保率 % 0.14% 0.00% 0.16% 0.14% 0.32% 1.35% 1.35%

発電量（自社等） 千kWh 0 0 0 0 0 0 0

導入率 % 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%

発電量（他社含む） 千kWh 0 101,934 0

発電量 千kWh 5,538 47,495 240,000 63,751 240,000 250,000 250,000

導入率 % 1.74% 7.45% 30.00% 13.00% 30.00% 31.25% 31.25%

CO2排出係数

環境価値の確保量

再生可能エネルギー

による発電量

未利用エネルギー等

による発電量

 

 

 
 

 



- 47 - 

○エネルギー環境計画書（ＧＴＦグリーンパワー株式会社：その１） 

 



- 48 - 

○エネルギー環境計画書（ＧＴＦグリーンパワー株式会社：その２） 

 



- 49 - 

○エネルギー環境計画書（ＧＴＦグリーンパワー株式会社：その３） 

 



- 50 - 

○エネルギー環境計画書（ＧＴＦグリーンパワー株式会社：その４） 

 



- 51 - 

○エネルギー状況報告書（ＧＴＦグリーンパワー株式会社：その１） 

 



- 52 - 

○エネルギー状況報告書（ＧＴＦグリーンパワー株式会社：その２） 

 



- 53 - 

○エネルギー状況報告書（ＧＴＦグリーンパワー株式会社：その３） 

 



- 54 - 

新日鉄エンジニアリング株式会社 

○データシート 

事業者名 新日鉄エンジニアリング株式会社 

○報告値の概要 

単位
2004年度

実績

2005年度

実績

2006年度

計画

2006年度

実績

2007年度

計画

2010年度

計画

2020年度

計画

全電源 kg-CO2/kWh 0.427 0.594 0.615 0.653 0.653 0.750
2010年度比10%

削減

把握率 % 96% 100% 100%

（火力） kg-CO2/kWh 0.482 0.655 0.761

確保量 千kWh 281 721 1,505 1,642 3,136 9,018
2014年度1.68%

確保

確保率 % 0.03% 0.08% 0.09% 0.19% 0.46% 1.35% -

発電量（自社等） 千kWh 0 0 0 0 0 18,052
2010年度比２倍

程度まで拡大

導入率 % 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 1.57% 0.00%

発電量（他社含む） 千kWh 0 0 0

発電量 千kWh 0 12,156 0 0 0 0 0
導入率 % 0.00% 0.73% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%

未利用エネルギー等
による発電量

CO2排出係数

環境価値の確保量

再生可能エネルギー

による発電量

 

 

 
 

 



- 55 - 

○エネルギー環境計画書（新日鉄エンジニアリング株式会社：その１） 

 



- 56 - 

○エネルギー環境計画書（新日鉄エンジニアリング株式会社：その２） 

 



- 57 - 

○エネルギー環境計画書（新日鉄エンジニアリング株式会社：その３） 

 



- 58 - 

○エネルギー環境計画書（新日鉄エンジニアリング株式会社：その４） 

 



- 59 - 

○エネルギー状況報告書（新日鉄エンジニアリング株式会社：その１） 

 



- 60 - 

○エネルギー状況報告書（新日鉄エンジニアリング株式会社：その２） 

 



- 61 - 

○エネルギー状況報告書（新日鉄エンジニアリング株式会社：その３） 

 



- 62 - 

新日本石油株式会社 

○データシート 

事業者名 新日本石油株式会社 

○報告値の概要 

単位
2004年度

実績

2005年度

実績

2006年度

計画

2006年度

実績

2007年度

計画

2010年度

計画

2020年度

計画

全電源 kg-CO2/kWh 0.476 0.794 0.998 0.864 0.640 0.500未満 2010年度以下

把握率 % 100% 100% 100%

（火力） kg-CO2/kWh 0.489 1.014 1.072

確保量 千kWh 46 61 382 201 2,963 11,183 2010年度以上

確保率 % 0.06% 0.03% 0.17% 0.10% 0.66% 1.20% 2010年度以上

発電量（自社等） 千kWh 0 0 0 0 0 1,575 2010年度以上
導入率 % 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.18% 2010年度以上

発電量（他社含む） 千kWh 3,241 2,838 0

発電量 千kWh 25,693 10,397 9,110 3,556 33,403 118,647 2010年度以上
導入率 % 32.31% 4.61% 2.67% 1.72% 16.19% 13.82% 2010年度以上

環境価値の確保量

再生可能エネルギー

による発電量

未利用エネルギー等
による発電量

CO2排出係数

 

 

 
 

 



- 63 - 

○エネルギー環境計画書（新日本石油株式会社：その１） 

 



- 64 - 

○エネルギー環境計画書（新日本石油株式会社：その２） 

 



- 65 - 

○エネルギー環境計画書（新日本石油株式会社：その３） 

 



- 66 - 

○エネルギー環境計画書（新日本石油株式会社：その４） 

 



- 67 - 

○エネルギー状況報告書（新日本石油株式会社：その１） 

 



- 68 - 

○エネルギー状況報告書（新日本石油株式会社：その２） 

 



- 69 - 

○エネルギー状況報告書（新日本石油株式会社：その３） 

 



- 70 - 

ダイヤモンドパワー株式会社 

○データシート 

事業者名 ダイヤモンドパワー株式会社 

○報告値の概要 

単位
2004年度

実績

2005年度

実績

2006年度

計画

2006年度

実績

2007年度

計画

2010年度

計画

2020年度

計画

全電源 kg-CO2/kWh 0.488 0.410 0.410 0.421 0.493 0.490 0.490

把握率 % 38% 88% 100%

（火力） kg-CO2/kWh - 0.396 0.415

確保量 千kWh 563 951 2,689 1,196 3,071 12,000 2010年度以上

確保率 % 0.06% 0.06% 0.12% 0.14% 0.84% 1.35% -

発電量（自社等） 千kWh 0 0 0 0 0 0 0
導入率 % 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%

発電量（他社含む） 千kWh 0 62,228 55,972

発電量 千kWh 78,489 0 8,401 3,130 0 2006年度以上 2010年度以上
導入率 % 7.85% 0.00% 0.39% 0.38% 0.00% 0.00% 0.00%

CO2排出係数

環境価値の確保量

再生可能エネルギー

による発電量

未利用エネルギー等
による発電量

 

 

 
 

 



- 71 - 

○エネルギー環境計画書（ダイヤモンドパワー株式会社：その１） 

 



- 72 - 

○エネルギー環境計画書（ダイヤモンドパワー株式会社：その２） 

 



- 73 - 

○エネルギー環境計画書（ダイヤモンドパワー株式会社：その３） 

 



- 74 - 

○エネルギー環境計画書（ダイヤモンドパワー株式会社：その４） 

 



- 75 - 

○エネルギー状況報告書（ダイヤモンドパワー株式会社：その１） 

 



- 76 - 

○エネルギー状況報告書（ダイヤモンドパワー株式会社：その２） 

 



- 77 - 

○エネルギー状況報告書（ダイヤモンドパワー株式会社：その３） 

 



- 78 - 

株式会社ファーストエスコ 

○データシート 

事業者名 株式会社ファーストエスコ 

○報告値の概要 

単位
2004年度

実績

2005年度

実績

2006年度

計画

2006年度

実績

2007年度

計画

2010年度

計画

2020年度

計画

全電源 kg-CO2/kWh － － 0.263 0.268 0.280 0.278
2010年度値

以下

把握率 % － － 100%

（火力） kg-CO2/kWh － － 0.089

確保量 千kWh - - 64 5 500 580
2010年度値

以上

確保率 % - - 0.09% 0.00% 0.80% 0.70% -

発電量（自社等） 千kWh - - 37,462 6,341 15,600 18,700
改善に努め

る

導入率 % - - 82.65% 84.00% 39.00% 29.00% -

発電量（他社含む） 千kWh - 6,341 15,600

発電量 千kWh - - 0 0 0
導入に向け

努力する

導入に向け

努力する

導入率 % - - 0.00% 0.00% 0.00% - -

未利用エネルギー等

による発電量

CO2排出係数

環境価値の確保量

再生可能エネルギー

による発電量

 

 

 
 

 



- 79 - 

○エネルギー環境計画書（株式会社ファーストエスコ：その１） 

 



- 80 - 

○エネルギー環境計画書（株式会社ファーストエスコ：その２） 

 



- 81 - 

○エネルギー環境計画書（株式会社ファーストエスコ：その３） 

 



- 82 - 

○エネルギー環境計画書（株式会社ファーストエスコ：その４） 

 



- 83 - 

○エネルギー状況報告書（株式会社ファーストエスコ：その１） 

 



- 84 - 

○エネルギー状況報告書（株式会社ファーストエスコ：その２） 

 



- 85 - 

○エネルギー状況報告書（株式会社ファーストエスコ：その３） 



- 86 - 

丸紅株式会社 

○データシート 

事業者名 丸紅株式会社 

○報告値の概要 

単位
2004年度

実績

2005年度

実績

2006年度

計画

2006年度

実績

2007年度

計画

2010年度

計画

2020年度

計画

全電源 kg-CO2/kWh 0.485 0.316 0.325 0.324 0.395 0.325
現状の水準を

維持

把握率 % 49% 95% 100%

（火力） kg-CO2/kWh - 0.241 0.281

確保量 千kWh 29 65 205 568 205 1,200
2010年度以上

確保

確保率 % 0.03% 0.05% 0.12% 0.43% 0.15% 1.35%
2010年度以上

確保

発電量（自社等） 千kWh 0 0 0 0 0 0
導入率3.5%を

目指す

導入率 % 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%

発電量（他社含む） 千kWh 0 27,209 27,000

発電量 千kWh 0 0 0 0 0 0
導入に向け鋭

意検討

導入率 % 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
導入に向け鋭

意検討

再生可能エネルギー

による発電量

未利用エネルギー等

による発電量

CO2排出係数

環境価値の確保量

 

 

 
 

 



- 87 - 

○エネルギー環境計画書（丸紅株式会社：その１） 

 



- 88 - 

○エネルギー環境計画書（丸紅株式会社：その２） 

 



- 89 - 

○エネルギー環境計画書（丸紅株式会社：その３） 

 



- 90 - 

○エネルギー環境計画書（丸紅株式会社：その４） 

 



- 91 - 

○エネルギー状況報告書（丸紅株式会社：その１） 

 



- 92 - 

○エネルギー状況報告書（丸紅株式会社：その２） 

 



- 93 - 

○エネルギー状況報告書（丸紅株式会社：その３） 

 



- 94 - 

 

平成 19 年 10 月 

 
〔東京都環境確保条例〕 
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